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　防災訓練の実施の結果について，原子力災害対策特別措置法第13条の2第1項の規定に基づき
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別紙１ 

緊急時演習（総合訓練）結果報告の概要 

 

１．訓練の目的  

本訓練は，「東通原子力発電所 原子力事業者防災業務計画 第２章 第８節」に基づき実施す

るものである。  

本訓練は，休日昼間帯に地震・津波を起因とした原子力災害が発生した場合の休日当番体制

による対応について，現状の技能の確認と維持・向上を目的とした。  

併せて，これまでの訓練における課題を踏まえ，関係者間の情報共有が的確かつ円滑に実施

できているか確認を行った。 

これらの目的の達成状況を確認するため，検証項目を以下のとおり設定するとともに，本訓

練を通じて改善すべき課題を抽出し，必要な対策を講じることで，原子力災害に対する対応の

実効性の向上を図るものである。 

（１）休日昼間帯の原子力災害発生時における対応能力の確認 

（２）発電所状況の情報共有のための３種類の様式（以下，「情報共有ツール」という。）

および社内テレビ会議システムの活用による社内の情報共有ができていることの確認 

 

２．実施日時および対象施設 

（１）実施日時 

平成２６年１１月８日（土）８：００～１２：００ 

（２）対象施設 

東通原子力発電所 １号機 

 

３．実施体制，評価体制および参加人数  

（１）実施体制（破線部分は模擬） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 

 

本店対策本部本店対策本部本店対策本部本店対策本部    

（（（（原子力班原子力班原子力班原子力班））））    

東通原子力発電所東通原子力発電所東通原子力発電所東通原子力発電所    

本本本本    店店店店    

青森支店青森支店青森支店青森支店    

情報連絡 

社社社社    外外外外    

関係機関関係機関関係機関関係機関    

通報連絡 

通報連絡 技術支援 

東京支社東京支社東京支社東京支社    

発電所対策本部発電所対策本部発電所対策本部発電所対策本部    

発電所近傍発電所近傍発電所近傍発電所近傍のののの寮寮寮寮    

召集 
参集 

通報連絡 
    原子力規制庁緊急時対応原子力規制庁緊急時対応原子力規制庁緊急時対応原子力規制庁緊急時対応    

センターセンターセンターセンター    

※ 

 

※統合原子力防災ネットワーク接続 



（２）評価体制 

「６．防災訓練の内容」の項目ごとに訓練実施者以外の評価者を選任し，第三者的な観点

での手順の検証や対応の実効性等について評価し，改善点の抽出を行った。また，訓練終了

後に意見交換を行い，課題の抽出を行った。 

（３）参加人数：９４名 

<内訳> 

東通原子力発電所：４６名（社員：３７名，構内協力会社：９名） 

本店：４８名 

 

４．防災訓練の概要 

（１）訓練形式 

シナリオ一部非提示 

（２）訓練の前提条件 

以下の前提条件については，事前に訓練参加者に提示するが，事象進展および機器故障・

不具合事象は非提示とした。 

ａ．想定事象 

・休日昼間帯に事象が発生 

・地震による外部電源喪失 

・津波の来襲による非常用ディーゼル発電機停止 

・警戒事態に該当する事象，原子力災害対策特別措置法（以下，「原災法」という。）第

１０条および第１５条事象の発生 

ｂ．発電所の状態 

・１号機：定格電気出力運転中 

ｃ．通信設備 

・ＮＴＴ電話，携帯電話：使用可能 

・保安電話，ページング：使用可能 

（３）原子力災害の想定 

ａ．青森県内に地震が発生し，大津波警報が発令され，警戒事態に該当する「青森県内にお

いて震度６弱以上の地震が発生した場合」および「青森県において大津波警報が発令され

た場合」に至る。 

ｂ．地震により１号機の原子炉が自動停止するとともに，むつ幹線１，２号線，東北白糠線

が停止し，外部電源喪失に至る。併せて，常用給水機能が喪失し，警戒事態に該当する「Ａ

Ｌ２２ 原子炉冷却機能の異常（給水機能の喪失）」に至る。 

ｃ．地震発生から３０分後に津波が来襲し，発電所敷地内に浸水する。 

ｄ．津波の影響により原子炉補機冷却海水ポンプが全台停止することに伴い，残留熱除去系

が停止したため，除熱機能が喪失し，原災法第１０条事象の「ＳＥ２３ 原子炉冷却機能

の異常（残留熱除去機能喪失）」に至る。 

 

 



ｅ．津波の影響により高圧炉心スプレイ補機冷却海水ポンプも停止したため，非常用ディーゼル

発電機が全台停止する。全交流電源の供給停止が５分以上継続することにより原災法第１０条

事象の「ＳＥ２６ 電源供給機能の異常（その１：交流電源喪失）」（旧基準炉）に至る。 

ｆ．全交流電源の電気供給停止が３０分以上継続し，原災法第１５条事象の「ＧＥ２６ 電

源供給機能の異常（その１：交流電源喪失）」（旧基準炉）に至る。 

ｇ．地震発生から６０分以降，緊急時対策所に緊急時対策要員が参集し，発電所状況につい

て，休日当番者との情報共有を行った後，緊急事態応急対策等の活動を開始する。 

ｈ．原子炉への注水を行っていた原子炉隔離時冷却系が機器故障により停止し，原災法第１

０条事象の「ＳＥ２２ 原子炉冷却機能の異常（給水機能の喪失）」および原災法第１５

条事象の「ＧＥ２２ 原子炉冷却機能の異常（給水機能の喪失）」に至る。 

ｉ．その後，原子炉水位が低下し，有効燃料頂部に到達し，原災法第１５条事象の「ＧＥ   

２８ 原子炉冷却機能の異常（炉心損傷の検出）」と判断。 

ｊ．津波による敷地浸水収束後，がれきを撤去し，消防車による代替注水準備作業が完了し

たところで，原子炉を急速減圧し，消防車による原子炉代替注水を開始する。 

ｋ．原子炉への注水を継続することにより，原子炉水位が回復する。 

 

５．防災訓練の項目 

  緊急時演習（総合訓練） 

 

６．防災訓練の内容 

（１）発電所対策本部の運営訓練 

（２）通報訓練 

（３）アクシデントマネジメント訓練 

（４）電源機能等喪失時対応訓練 

（５）緊急時対策要員の動員訓練 

 

７．訓練結果 

「１．訓練の目的」で設定した２つの検証項目に対し，以下のとおり評価した。 

（１）休日昼間帯の原子力災害発生時における対応能力の確認 

・発電所対策本部は，休日当番体制においても，発電所の各状況から緊急時活動レベル

（以下，「ＥＡＬ」という。）を同定し，関係箇所への必要な通報連絡が実施できる

ことを確認した。 

・発電所対策本部は，休日当番体制においても，発電所の状況について，円滑な共有が

図られ，対応の検討および優先順位の判断を行い，適切な指揮命令ができることを確

認した。 

 

 

 

 



（２）情報共有ツールおよび社内テレビ会議システムの活用による社内の情報共有ができてい

ることの確認 

・発電所対策本部においては，情報共有ツールにより，中央制御室（模擬）との間で発

電所の状況等が円滑に共有されたことにより，対策の検討および優先順位の判断を行

い，緊急事態応急対策等の活動が的確かつ円滑に実施できることを確認した。 

・本店対策本部（原子力班）において，社内テレビ会議システムおよび情報共有ツール

等を活用して，発電所対策本部との間で発電所の状況等が円滑に共有されたことによ

り，本店対策本部（原子力班）は，発電所への技術支援等について，適切に実施でき

ることを確認した。 

 

また，各訓練の実施内容および評価結果は以下のとおりである。 

（１）発電所対策本部の運営訓練 

ａ．実施内容 

・地震発生後，休日当番者による緊急体制の発令，発電所対策本部を設置し，発電所の状

況把握および指揮命令等の初動対応を実施した。 

・地震発生から４０分以降，本店対策本部（原子力班）が立ち上がり，情報共有ツールお

よび社内テレビ会議システム等による情報共有を実施した。 

・地震発生から６０分以降，緊急時対策所に参集した緊急時対策要員および休日当番者間

の情報共有を行った後，計画的に優先度の高い電源確保および注水確保へ要員を投入し

た。 

ｂ．評価結果 

・事象進展に応じて速やかに緊急体制を発令して発電所対策本部を設置するとともに，情

報共有ツール等を利用した情報共有が実施できていることを確認した。 

・初動対応にて行うこととしていた，発電所員の安否確認等が行われていなかった。 

（２）通報訓練 

ａ．実施内容 

・発電所状況に応じて，所定の通報文の作成および原災法等に基づく通報を実施した。 

・原子力規制庁緊急時対応センターへの通報連絡およびＦＡＸの受信確認を実施した。 

ｂ．評価結果 

・適切に通報文の作成および通報が実施できていることを確認した。 

（３）アクシデントマネジメント訓練 

ａ．実施内容 

・全交流電源喪失時におけるプラントパラメータの監視について，手順に従い実施した。 

・事象の進展に伴う対応の検討および炉心損傷に至るまでの時間予測を実施した。 

ｂ．評価結果 

・事象進展による発電所の状況変化に応じて，手順書に基づく必要な措置が検討できてい

ることを確認した。 

 

 



（４）電源機能等喪失時対応訓練 

ａ．実施内容 

全交流電源喪失を踏まえた緊急時安全対策について，以下のとおり緊急時対策要員によ

る訓練を実施した。また，緊急時対策要員参集後は，各作業専任の指揮者を配置した。な

お，本設機器へ直接影響が生じる手順は模擬とし，動作確認のみを実施した。 

（ａ）アクセスルート確保 

・事故対応に必要なアクセスルート上のがれきについて，ホイールローダーによる撤去

作業を実施した（がれきは模擬）。 

（ｂ）電源車による電源確保  

・大容量電源装置が使用できない状況を想定し，電源車の移動，原子炉建屋への接続お

よび起動訓練を実施した。 

（ｃ）消防車による原子炉への代替注水 

・消防車による水源確保および代替注水訓練（水源および注水接続口の選定，消防車配

置およびホース敷設）を実施した。 

（ｄ）タンクローリーによる燃料補給 

・電源車および消防車への燃料補給のため，タンクローリーの移動および接続訓練を実

施した（燃料抽出は模擬）。 

ｂ．評価結果 

・発電所対策本部からの指示に基づいて，遅滞なく電源機能等喪失時対応ができているこ

とを確認した。 

・軽油タンクからタンクローリーまでホースを敷設する際，ホースの摺動により資機材が

移動したため，ホース敷設に時間を要した。 

・現状の電源車による電源供給手順は，電源供給側（電源車）と受電側（原子炉建屋受電

盤）との間で，作業毎に連絡し，確認した後に作業を再開する手順になっているため，

一方に待ち時間が発生している。さらに手順を効率化することで，待ち時間を短縮させ，

作業の時間短縮を図れる可能性がある。 

（５）緊急時対策要員の動員訓練 

ａ．実施内容 

・警戒事象発生後，緊急時対策所にて休日当番者が一斉呼出しシステムによる緊急時対策

要員の召集を行い，参集後の情報伝達を実施した（移動は模擬）。 

ｂ．評価結果 

・参集した緊急時対策要員に対して，発電所の状況および対応状況等の必要情報について，

ホワイトボードを使用して円滑に伝達されていることを確認した。 

 

 

 

 

 

 



８．改善事項への取り組み 

 これまでの訓練で抽出した主な課題に対する改善内容・訓練結果は，以下のとおり。 

 改善事項 改善内容 検証結果 

１ 発電所対策本部内のホワイト

ボードに記載する内容が主要

時系列の他に情報が混在して

いた。ホワイトボードの使用

方法について検討する。 

ホワイトボードへの情報の記

載方法について，プラント情

報，主要時系列，応急対策進

捗状況を複数のホワイトボー

ド毎に分けて記載することと

した。 

・ホワイトボードへの情報の

記載方法を改善すること

で，発電所対策本部内およ

び参集した緊急時対策要員

に対して，発電所状況等の

情報を的確かつ円滑に伝

達・共有することができた。 

２ 本店対策本部（原子力班）と

休日当番体制時における発電

所対策本部間の情報共有につ

いては，少人数でも効率的に

実施する必要があることか

ら，より効率的な情報共有方

法を検討する。 

本店対策本部（原子力班）は，

社内テレビ会議システムのカ

メラを活用して，発電所対策

本部のホワイトボード記載内

容を映像で確認することによ

り，発電所状況等を把握する

こととした。 

・本店対策本部（原子力班）

は，社内テレビ会議システ

ムによりホワイトボード記

載内容を確認することによ

り，効率的に情報共有する

ことができた。 

・発電所対策本部は，これま

で行っていた，電話やＦＡ

Ｘ等による本店対策本部

（原子力班）との情報共有

が効率化されたため，ＥＡ

Ｌの同定，連絡・指揮命令

等に専念することができ

た。 

 

９．今後に向けた改善活動 

 今回の訓練において，新たに抽出された課題と改善点は以下の通り。 

（１）軽油タンクからタンクローリーまでのホースを敷設する際，ホースの摺動により資機材が

移動したため，ホース敷設に時間を要した。軽油タンクの防油堤の上端部の一部に，グレー

チング等を設置する等，資機材の移動を防ぐ対策について検討する。 

（２）現状の電源車による電源供給手順は，電源供給側（電源車）と受電側との間で，作業毎に

連絡し，確認した後に作業を再開する手順になっているため，一方に待ち時間が発生してい

る。同時並行で作業する範囲を拡大，優先作業順位の見直し等さらに手順を効率化すること

で，作業時間の短縮を検討する。 

（３）緊急時対応として実施すべき事項等は，勉強会や訓練事前説明会において，訓練参加者が

理解するように努めているが，発電所員の安否確認が行われていなかった。初動時における

対応の漏れを防ぐため，初動時に実施すべき事項をリストに整理し，教育・訓練等を通じて，

対応者の理解を深め，災害対応能力のレベルアップを図る。 

以 上 



別紙２ 

要素訓練結果報告の概要 

 

１．訓練の目的 

本訓練は，予め定められた原子力災害時における応急対策または復旧対策等に関する手順の検

証および習熟を行うとともに，体制，資機材の取扱いおよびその実効性について改善を図るもの

である。 

 

２．実施日および対象施設 

（１）実施日 

平成２６年８月９日（土）～平成２６年１１月８日（土） 

訓練毎の実施日については，「添付資料」のとおり。 

（２）対象施設 

東通原子力発電所 １号機 

 

３．実施体制，評価体制および参加人数 

（１）実施体制 

訓練毎に実施責任者を設け，実施担当者が訓練を行う。 

詳細は，「添付資料」のとおり。 

（２）評価体制 

定められた手順どおりに訓練が実施されたかどうかについて実施責任者が評価する。 

（３）参加人数 

「添付資料」のとおり。 

 

４．原子力災害想定の概要 

（１）モニタリング訓練 

放射性物質の放出により敷地内の放射線量または空気中の放射性物質濃度が上昇した状

態を想定。 

（２）電源機能等喪失時対応訓練 

全交流電源喪失，原子炉除熱機能喪失および使用済燃料プール除熱機能喪失の状態を想定。 

 

５．防災訓練の項目 

要素訓練 



 

６．防災訓練の内容 

（１）モニタリング訓練 

（２）電源機能等喪失時対応訓練 

 

７．訓練結果の概要（添付資料参照） 

（１）モニタリング訓練 

ａ．モニタリングポスト，ダストモニタおよび放水口モニタ等のデータ監視について実動

訓練を実施した。 

ｂ．最大空間放射線量率出現予測地点，空気中放射性物質最大濃度出現地点における線量

評価について実動訓練を実施した。 

ｃ．モニタリングカーおよび可搬型モニタリングポストを用いた空気吸収線量率の測定，

モニタリングカーによる試料採取・測定について実動訓練を実施した。 

 

（２）電源機能等喪失時対応訓練 

ａ．全交流電源喪失，原子炉除熱機能喪失および使用済燃料プール除熱機能喪失を踏まえ

た緊急安全対策の各対策について，個別に緊急時対策要員による訓練を実施した。 

ｂ．訓練にあたり，本設機器へ直接影響が生じる手順は模擬とし，現場での動作確認およ

び机上での手順確認を実施した。 

 

８．訓練の評価 

各要素訓練について，定められた手順どおりに訓練が実施されていることを確認した。 

訓練毎の評価結果は，「添付資料」のとおり。 

    

９．今後に向けた改善点 

各要素訓練における当該期間中の改善点および今後に向けた改善点は，「添付資料」のとおり。 

 

 

 以 上 

 

〈添付資料〉要素訓練の概要 



添付資料 

要素訓練の概要 

 

 

１．モニタリング訓練（訓練実施日：平成２６年１０月２８日，参加人数：１０名） 

概要 

実施体制 

（①実施責任者，②実施担当者） 

評価

結果 

当該期間中の改善点 今後に向けた改善点 

放射線管理測定訓練 

① 放射線管理課長 

② 放射線管理課員 
良 ― 

・有事の際，モニタリングポスト局

舎への出入りを円滑にする観点か

ら，モニタリングポスト局舎の施錠

管理方法について検討を行う。 
・防護服を着用する際，防護服の装

着ミスを防止するため，作業者同士

による着用状態の確認について，マ

ニュアルへ反映する。 

連続モニタ監視，予測線量評価，空気

吸収線量率測定の実動訓練を実施 

 

２．電源機能等喪失時対応訓練（訓練実施日：適宜反復訓練を実施（当該期間内で計３５回実施），参加人数：延べ２５１名） 

概要 

実施体制 

（①実施責任者，②実施担当者） 

評価

結果 

当該期間中の改善点 今後に向けた改善点 

緊急時の電源確保に関する訓練 

①電気保修課長または発電管理課長 

②電気保修課員，技術課員，放射線管

理課員，品質保証室員，発電管理課

員または協力会社作業員 

良 ― ― 電源車および大容量電源装置等による

電源確保の手順の実動訓練や机上訓練

等を実施 

緊急時の最終的な除熱機能の確保に関

する訓練 ①機械保修課長，電気保修課長または

発電管理課長 

②機械保修課員，電気保修課員，発電

管理課員，土木建築課員または協力

会社作業員 

良 ― 

工具操作時の確実性・安全性を向

上させるため，各種作業において

使用する工具を自在工具（モンキ

ーレンチ）から適正工具（スパナ）

へ変更する。 

消防車による原子炉への代替注水等の

実動訓練やライン構成等の一連の動作

確認を現場にて実施  

緊急時の使用済燃料プールの冷却確保

に関する訓練 ①機械保修課長 

②機械保修課員 

または協力会社作業員 

良 ― ― 

消防車による使用済燃料プールへの注

水等の実動訓練を実施 



添付資料 

要素訓練の概要 

概要 

実施体制 

（①実施責任者，②実施担当者） 

評価

結果 

当該期間中の改善点 今後に向けた改善点 

その他必要な訓練 

①土木建築課長，発電管理課長 

電気保修課長または放射線管理課長 

②土木建築課員，発電管理課員，電気

保修課員，放射線管理課員または協

力会社作業員 

良 

前回の高放射線下訓練における反

省事項として，屋外での訓練が続

いており，管理区域内での対応も

含めた訓練の実施の必要性があげ

られたことから，管理区域内での

訓練を実施した。 

・緊急時の入退域エリア設定を円

滑かつ迅速に行うため，資機材に

緊急時用である旨を明示すると

ともに，資機材のリスト化を行

う。 
・緊急時に設定した入退域エリア

の運用を円滑に行うため，当該エ

リアの運用方法についてマニュ

アルに反映する。 

原子炉建屋のベント開放操作に係る動

作確認やホイールローダーによる模擬

がれきを用いた実動訓練等を実施 

 


